平成２５年第１回奥多摩町議会定例会　会議録
１　平成25年３月８日午前10時00分、第１回奥多摩町議会定例会が奥多摩町議会議場に招集された。

２　出席議員は次のとおりである。

　　　　第１番　石田　芳英君　　第２番　宮野　　亨君　　第３番　高橋　邦男君

　　　　第４番　原島　幸次君　　第５番　杉村　良一君　　第６番　村木　征一君

　　　　第７番　師岡　伸公君　　第８番　酒井　正利君　　第９番　須崎　　眞君

　　　　第10番　竹内　和男君　　第11番　清水　典子君　　第12番　前田　悦男君

３　欠席議員は次のとおりである。

　　　　な　し

４　会議事件は次のとおりである。

　　　　別紙本日の『議事日程表』のとおり

５　職務のため出席した者は次のとおりである。

　　　　議会事務局長　浜野　武雄君　　議会係長　浅見　隆久君

６　地方自治法第121条の規定による出席説明員は、次のとおりである。

　　　　町長　河村　文夫君　　副町長　加藤　一美君

　　　　教育長　栃元　　誠君　　企画財政課長　若菜　伸一君

　　　　企画財政課主幹　守屋　吉彦君　　総務課長　原島　　肇君

　　　　住民課長　宮田　昭治君　　福祉保健課長　清水　信行君

　　　　観光産業課長　加藤　博士君　　地域整備課長　川村　文雄君

　　　　教育課長　井上　永一君　　会計管理者　清水　　明君

　　　　病院事務長　河村　光春君
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（午後１時42分　散会）

午前10時00分　開議

○議長（清水　典子君）　皆さん、おはようございます。

直ちに本日の会議を開きます。

本日の日程はお手元に配付のとおりであります。ご協力のほどよろしくお願いします。

次に、日程第２　一般質問を行います。

通告のありました議員は７名であります。これより通告順に行います。

初めに、３番高橋邦男議員。

〔３番　高橋　邦男君　登壇〕

○３番（高橋　邦男君）　今回は、２点質問させていただきます。
　１点目ですが、過疎化・少子高齢化対策推進における今後の若者定住化促進についてです。
　奥多摩町の大きな課題の１つに、過疎化・少子高齢化問題があります。過疎化・少子高齢化の進行は、地域の活力の減退を招き、地域の行事や防災の上にも支障を及ぼすとともに、子育てや医療、福祉、介護などの面において、町、それから住民の皆さんの負担を増やすことになります。

　町としても、この過疎化・少子高齢化問題を町の重要課題として捉え、その解消のために、子育て世代や若者世代に対して、さまざまな子育て支援策や若者の定住化対策を実施してきました。それは他の市町村に比べても手厚い支援策だと思います。また、教育環境の整備や、地域福祉の充実、町の活性化対策としてのまちづくり・ひとづくり支援など、多方面にわたる取り組みがなされてきました。
　しかし、町の人口は減少し続け、過疎化・少子高齢化は進行しています。この人口減、特に若者世代の町外への流出や、少子化の要因は、日本の経済、雇用状況などの社会的要因が存在することや、地域産業の振興の遅れ、生活上の利便性問題などの地域の問題、対策のための財源の確保など、多種多様な要因が絡んでいるため、その解決は容易ではないのかもしれません。

　そこで、今後の過疎化・少子高齢化対策の推進においては、今までの子育て支援策や若者定住化対策の見直しを含め、町の実態を精査した上で対策を講じる必要があるのではないでしょうか。ここでは、特に今後の若者定住化促進について質問させていただきます。
　次の２点についてお答えください。
　１点目、若者世代が町外へ流出する大きな要因は、どんなことであると考えていますか。
　２点目、若者の定住化対策として、どのような施策が有効であると考えていますか。
　続きまして２点目の質問です。白丸ダム対岸の通行止めについて。
　セラピーロードに指定されている白丸ダム対岸の都交通局の巡視路が、長い期間通行止めになっています。利用される方々は歩道が設置していない危険な国道を歩いている状態が続いています。また、通行止め解除の見通しも立っていないようです。このままでは、いつ事故が起こるとも限りません。当然、利用される方も減少していくと思われます。これは、奥多摩町の観光にとってもイメージダウンになることは間違いありません。
　そこで、次の２つの質問にお答えください。
　１点目、現在の通行止めの現状について、わかっていることを教えてください。また、都交通局に対して、どのような要望をしていますか。
　２点目、次のような対策案について、町の考えをお聞かせください。
　３つ対策案を考えてみました。１つ目、落石危険場所を避けて迂回路を湖面上に設置する方法。２つ目、ドラム缶橋を設置する方法。３番目、国道の外側に歩道を設置する方法。
　よろしくお願いいたします。

○議長（清水　典子君）　河村町長。

〔町長　河村　文夫君　登壇〕

○町長（河村　文夫君）　３番高橋邦男議員の一般質問にお答え申し上げます。

　初めに、「過疎化・少子高齢化推進における今後の若者定住化促進について」ですが、初めに、町の過疎化・高齢化の現況について申し上げます。

　本町は、昭和30年の新町発足時の人口は１万5,594人、65歳以上の高齢化率は4.8％でありました。以来、現在に至るまで、人口の漸減と高齢化の進行が続いているところであります。平成25年2月1日現在の人口は5,796人、65歳以上の高齢化率は43.4％となっております。また、ここ数年来、出生児数も減少し、年間20人前後で推移しております。

　町では、昭和49年に初めて制定した第１期奥多摩町長期総合計画から現在の第４期計画に至るまで、一貫して過疎化対策、少子高齢化対策が施策の柱となっております。特に、平成７年の国勢調査による人口要件など、過疎地域の指定条件が整ったことから、過疎地域自立促進計画を策定し、平成８年度に指定を受けて以来、一般の起債に比べ、地方交付税算入率が優位な起債である過疎債を活用し、現在まで道路や下水道など、生活基盤の整備を始め、その他消防施設の整備等、さまざまな過疎対策を実施してまいりました。

　しかし、人口の減少につきましては、減少幅は縮小してきているものの、今なお毎年150人前後減少している状況が続いております。
　過疎地域における全国的な課題は、若年層を中心とした世代の減少により、地域産業が衰退し、社会資本の整備が進まなくなり、加えて高齢化が急速に進行することによって、集落や自治会等のコミュニティ組織が弱体化して、共助の機能が弱体化してしまうことが掲げられております。

　町におきましても、氷川以西の地域では、若年層の転出による高齢化が特に進み、地域の活力が低下して、地域コミュニティ自体の維持が困難になりつつある自治会が少なからずあります。少子高齢化がこれ以上進行することは次世代を担う人材が枯渇し、その地域の存在が危ぶまれることです。そして、このことが地域における暮らしにくさにつながり、その結果、さらなる人口減少が起こるという悪循環が続いていくことになります。
　このように、当町の高齢化率の上昇の原因は、高齢者人口の増加によるものではなく、特に若者世代の転出により、結果として相対的な高齢者の割合が上昇していることであります。

　さて、ご質問の１点目の若者世代が町外へ転出する大きな要因のご質問ですが、町で隔年に実施している奥多摩町まちづくりアンケート調査の結果から見ますと、奥多摩町の住みやすさについては、全体では「住みよい」と「どちらかといえば住みよい」を合わせると52.0％であり、一方、「住みにくい」と「どちらかといえば住みにくい」を合わせると27.4％となっており、「住みよい」が大きく上回っております。しかしながら、クロス分析により、年代別に見ると、20代までは「住みにくい」が上回るのに対し、30代以降は「住みよい」が上回り、年齢が高まるに従って、「住みよい」が増える傾向にあります。特に、16歳から19歳に限ると、「住みよい」は０％、「どちらかといえば住みよい」が20％、一方、「住みにくい」と「どちらかといえば住みにくい」が70％と大きく上回っているのが特徴でございます。

　居住動向につきましても同様に、「住み続けたい」と「どちらかといえば住み続けたい」を合わせると69.3％となっており、逆に「住み続けたくないと」と「どちらかといえば住み続けたくない」を合わせると13.8％と大変低くなっております。これを年代別に見ると、10代は「住み続けたい」が40％、「移転したい」が30％となっていますが、20代以降、年齢が高まるにつれて「住み続けたい」が上回り、定住志向が高まる傾向が明らかとなっております。
　この原因につきましては、生活、環境分野において、利用しやすい交通手段の充実という項目に対する評価や、住みやすい環境の整備に対する評価が低いことから、若者の流出の原因は、通勤、通学のための公共交通機関の充実や、就労の場の確保、また道路や住宅などのインフラ整備に対する不満によるものと考えられます。
　また、この調査結果では、５つある奥多摩創造プロジェクトのうち、最も重要なプロジェクトはどれかという問いに対し、「若者定住化創造プロジェクト」と答えた割合が49.5％と最も高くなっております。この５つのプロジェクトの進捗状況の評価でも、特に30歳から59歳までの子育て世代が若者定住化創造プロジェクトに対して、進んでいないとする評価が多くなっております。これらのことから、若者の定住を促進するための住宅や宅地の供給が依然として不足していることも流出の原因と考えております。
　２つ目の「若者の定住化対策として、どのような施策が有効か」のご質問ですが、これら住民の意識調査の結果などを踏まえ、少子化対策や若者の定住対策について、有効と思われるさまざまな施策の事業を行っているところであります。
　現在、町が実施している具体的な事業として、ソフト面の事業では、平成22年度に若者定住応援条例を施行して、若者定住促進事業としての住宅の改修や取得に対して最大160万円の支援や、住宅借入利息に対する最大年30万円の利子補給事業の３年間の実施、また、子ども・子育て支援策の充実としては、小中学校児童・生徒の給食費の２分の１助成や、小中学校及び高校への進学時に支援する入学祝金制度を始め、12項目に及ぶ支援事業を行っております。
　さらに、平成25年度では、新規事業として、高校生医療費の無料化や、子宮頸がんワクチンの助成事業、また、拡充事業として、産前産後健康診査等充実事業を実施いたします。
　ハード面の事業では、今まで宅地の分譲を棚沢地区で４区画、栃久保地区で８区画、長畑地区で３区画を行うとともに、海沢地区には低家賃の若者住宅９戸を整備いたしました。また、古里地区には子ども家庭支援センター「きこりん」を整備し、子ども・子育てに関する各種イベントや相談業務を日常的に実施し、利用者も順調に伸びてきており、特に１階に設けた喫茶室は、住民皆様に自由にくつろいでいただけることから、地域コミュニティの場としても活用していただいております。
　今年度は児童・生徒はよりよい学習環境で学ぶことができるよう、小中学校施設の木質化工事の継続実施、川井地区での定住促進用宅地８区画の造成などを行っております。

　一方、これと並行して、現在実施している空家バンク事業について、登録物件が少なく、登録されるといとまをあけず販売されている現況から、空き家の利用を一層促進するため、町職員で組織する空家等活用対策プロジェクトチームを発足させ、委員11名が５駅周辺で徒歩圏内にある優良空家物件の掘り起こしを行い、対象物件の所有者に対し、臨戸訪問により空家バンクへの登録をしていただくための交渉を開始したところであります。

　これらの事業は、需要に対してまだまだ十分な効果を上げるところまで達しておりませんが、町では子育て世代の転出や少子化による人口減少を食いとめるとともに、子育て世代の転入者を増加させることが喫緊の課題と捉えており、第４期長期総合計画において、若者定住化対策と少子化対策は車の両輪とも言える最重要施策として位置づけております。
このため、今後も住民のニーズを的確に捉え、町独自の子ども・子育てに関する各種の支援事業の拡充や宅地の分譲、賃貸住宅の整備の一層の推進など、さまざまなソフト事業及びハード事業を積極的に実施し、若者の定住化を総合的に図ってまいりたいと考えております。

　次に、「白丸ダム対岸の通行止めについて」ですが、白丸ダムは御嶽にあります多摩川第三発電所に発電用の水を送るためにつくられた調整用ダムで、東京都交通局が管理をしております。
　ご質問の１点目の通行止めの現況と、東京都交通局に対する要望の関係ですが、この遊歩道は城丸ダムを管理するための巡視路として設置された道で、下流側は鳩の巣渓谷遊歩道を経て古里駅に、上流側は数馬峡遊歩道を経て奥多摩駅につながる大多摩ウォーキングトレイルにもなっています。この遊歩道部分の山腹には多くの浮き石や露出した石が多くあったことから、交通局が３カ年計画で落石防護工事を行っておりましたが、計画２年目の平成23年３月11日に発生しました東日本大震災により、遊歩道への倒木や落石が数カ所で発生し、また、山腹上部から大きな石が湖に落ちて、途中に設置されておりました鋼鉄製の落石防護柵を破壊したこと、被災地復興のため、作業員や資材などの確保が困難になったこと、当初考えていたより広い範囲の石や岩を安定させる必要が生じたことから、一般の方の通行を規制するため、巡視路を閉鎖することになり、一時的にダム堰堤から数馬峡までの間を国道に迂回することになりました。
この迂回区間の国道には歩道が設置されておらず、また幅員も狭く危険なことから、早期に巡視路を開放していただくよう数回にわたり依頼をしてまいりました。遊歩道の上部にある浮き石の関係などから、通行止めの解除には至りませんでしたが、昨年６月に観光協会の会長名で交通局と環境局に、町を通して早期の通行止めの解除と別ルートでの遊歩道設置などを要望しており、現在、交通局で幾つかの案を検討していただいております。
　２点目の、「対策案」の関係ですが、湖面上の迂回路とドラム缶橋の考え方につきましては、交通局へ要望書を提出する際、１つの考え方としてお話をしております。また、国道への歩道設置につきましては、建設局に要望書を提出するよう準備をしていましたが、西多摩建設事務所が国道411号線を管理しておりますので、西多摩建設事務所に要望してまいりたいと考えております。
　また、西多摩建設事務所とは年に１回の連絡会議等を行っておりますので、その際にも従来から歩道の設置について要望しているところでございます。この遊歩道の開放につきましては、最近では非常に多くの人たちが来遊をしていただいております。ここ３年来の奥多摩駅の乗降客は増えております。そういう点では、山に来る、あるいは町の中を散策していただく。あるいは森林セラピー事業等々含めて多くの人に歩いていただいております。特にそういう点では、鳩の巣から氷川にかけての遊歩道というのは、非常に人気があって、若い人たち、最近では山ガールと言われる方々も歩いているようでございまして、この遊歩道の早い整備をしていただきたいということで、実は私自身も何回か交通局長に直接、人が歩いている写真等を含めて、今要望しているところでございます。
　いずれにいたしましても、少しお金のかかるという事業になっておりますので、この点も含めて予算化を図っていただきながら、３年間で整備をするという事業でありますから、決して整備をしていないということではないのですけれども、今後も粘り強く要望活動をしてまいりたいというふうに思っております。

○議長（清水　典子君）　高橋邦男議員、再質問はありますか。

○３番（高橋　邦男君）　答弁のほうありがとうございました。若者定住化対策でちょっと再質問させていただきます。

　町としても重要課題として捉え、手厚い支援、いろいろな面でやられていることは承知しています。特に、この過疎化・少子高齢化については、特効薬というのはないのだと思います。ですから、長い期間にわたるかもしれませんけれども、粘り強くやっていってほしいと思います。
　ここで質問ですが、第５期長期総合計画の策定が、もうそろそろ始まるのではないかと思うのですけれども、その際に、有識者、町民代表というだけではなくて、できれば若者世代の方の声も届くような委員の選出ですか、してほしいと思うのですけれども、その辺はもう既に、構成メンバー等は町としてどう考えてらっしゃるか。お願いします。

○議長（清水　典子君）　企画財政課長。

○企画財政課長（若菜　伸一君）　３番高橋議員からの再質問にお答えをさせていただきます。
　ただいまご質問のございました第５期の長期総合計画の策定でございますけれども、この件につきましては、平成25年度策定作業に入る予定でございます。この策定作業が始まる中で、第４期の長期総合計画、ただいま進行しておりますけれども、この策定段階におきましても、まちづくり計画住民委員会というのを設置をいたしまして、住民の方50名の方にご参加をいただきまして、さまざまな意見交換をさせていただきました。

　今回の第５期の策定につきましても、同様に多くの住民の方にご参加をいただいて、意見交換を通した中で策定をしていきたいと。また、各種さまざまな町内に団体がございますので、それら団体の方々とも意見交換をしたり、特にお話のありました若者の定住化の関係も踏まえて、若い方のご意見も頂戴したいなというふうに考えております。
　人選につきましては、これから新年度に入りまして、内部で調整をしたり、あるいは住民の方の公募を広報で募ってまいりまして、合せて町の側から指名する委員さんと、公募による委員さん合わせて、さまざまなご討議をいただいてつくり上げていきたいということを思っております。
また、合せて住民アンケート、ただいま町長からもお話がございましたけれども、隔年で実施をしておりますので、25年度も、また今までの項目にさらに若者定住化についてのご意見等もいただけるような設問の工夫をして、この中で第５期の計画を策定していきたいというふうに考えておりますので、よろしくお願いしたいと思います。
○議長（清水　典子君）　以上で、３番高橋邦男議員の一般質問を終わります。

　次に、10番竹内和男議員。

〔10番　竹内　和男君　登壇〕

○10番（竹内　和男君）　奥多摩町の林業の将来についてお伺いをいたします。
　先般から奥多摩町の森林・林業の将来について一般質問をしてまいりましたが、奥多摩町には２万1,000ヘクタール以上の山林があります。戦後植栽したスギ・ヒノキが伐採時期を迎えておりますが、どうにかして森林所有者、町民に少しでも利益がありますように、将来の希望を持てるような、行政が政策を行ってはいかがかと思いますが、いかがでしょうか。

　現在、奥多摩町、多摩川北側の森林において、シカの食害があるため、皆伐が実施できない状況になっておりますが、私が聞いた話によりますと、林業生産活動の再開に向けて、平成24年度、皆伐・造林を試行的に実施し、シカの食害の発生状況を調査する事業を都で行うとのことでした。

　この事業の結果がどのようにできるかによって、町の政策は大きく変わってくると思いますが、具体的にはどのようにして林業政策を進めていくのか、町の意見をお聞かせください。

　以上。
○議長（清水　典子君）　河村町長。

〔町長　河村　文夫君　登壇〕

○町長（河村　文夫君）　10番竹内和男議員の「奥多摩の林業の将来について」の一般質問にお答えを申し上げます。

　奥多摩町には、２万1,161ヘクタールの森林が広がり、その約50％はスギ・ヒノキの人工林となっております。近年は、皆伐等の森林整備が進みつつありますが、長年手入れ不足で過密な人工林が存在し、増え過ぎたニホンジカによって苗木の食害や立木の皮剥ぎなどの林業被害が広がるなど、林木の成育阻害、風雪害の危険度増加、表層土の流出、生態系への悪影響等、深刻な状態が続いております。

　このようなことから、奥多摩町の多摩川北岸地域における伐採等の林業活動は、シカの食害等の影響から一時的に控えてまいりましたが、東京都シカ保護管理計画の取り組みにより、シカの生息数、生息密度ともに改善傾向にあると報告されたことから、多摩川北岸地域においても山林の皆伐・造林といった事業が森林整備計画の上では行えることになりましたが、伐採跡地のモニタリング調査によるシカ生息の状況等を踏まえた上で、造林後に単木保護ネットやシカ侵入防止柵などのシカ被害防止対策を図り、植栽を実施するなどの条件が付されております。
　このため、東京都と共同で町有林と民有林の３カ所を選定し、伐採搬出を行った場所での下層植生の種類やシカによる食害の有無などの調査を行うため、対象地域での伐採を現在実施しております。
伐採後にはスギ・ヒノキ・広葉樹等を一定の割合で植栽し、植栽後の下層植生の種類やシカによる食害の有無と程度の状況、及び植栽した樹木への食害があるかどうかを３年間かけて調査することとなっております。
　この調査の結果、シカによる著しい食害が発生しなかった場合は、町内、多摩川北岸での伐採等の林業生産活動が再開でき、また食害が発生した場合は、伐採などの林業生産活動を引き続き自粛していただくため、地域森林整備計画等にシカ害に関する事項を特記し、シカ保護管理計画に基づくシカ生息数等の状況を踏まえて、同様の調査を計画しているところでございます。
　町の94％を占める貴重な森林資源を活用できることが町の活性化にもつながり、また、森林所有者皆様の森林整備にかける意欲の向上にもつながることと思っております。
　特に、今、私どもの町の中にある森林の３分の１は、東京都水道局の水源かん養保安林であります。特に、今日の日経新聞、あるいは読売新聞等で発表されておりますけれども、数年前から東京都水道局では、水源の水質を守る、そういう点では非常に山が荒れているということで、公有林化を図ってまいりました。丹波、小菅、小河内を含めて、ダムから上流の部分について、新聞報道によりますと、約36ヘクタールについて、森林所有者の理解をいただきながら取得をし、東京都自身が整備をしていくという新聞報道が行われております。
私自身は、現在の民有林については、山林所有者がなかなか林業経営が困難であるという状況があるのではないかなというふうに思います。そういう点では、東京都自身が間伐事業、枝打ち事業、これは山林所有者の負担なく、10分の10の補助金で山の手入れをしていただいております。そういうことを活用しながら、自身の山林についての整備、あるいは管理が今できるのではないかなというふうに思います。
　また、小さな所有者も多いわけでございますから、将来にわたっては、そういう部分ができないときには、いろいろな問題が起こってまいりますので、私自身は東京都水源の水源地として、ダム上流だけではなくて、ダム下流域も含めた町内の森林を公有林化して、東京都水道局自身が管理運営するということが、山の管理、あるいは町の地産治水に貢献できるのではないかなというふうに考えているところでございます。

○議長（清水　典子君）　竹内和男議員、再質問はありますか。

○10番（竹内　和男君）　ありません。
○議長（清水　典子君）　以上で、10番竹内和男議員の一般質問を終わります。

　次に、７番師岡伸公議員。

〔７番　師岡　伸公君　登壇〕

○７番（師岡　伸公君）　それでは、１つ目の質問、給油所過疎地の今後についてお伺いをいたします。
　経済産業省は、ガソリンスタンド数が３店以下の自治体を給油所過疎地と定義しています。資源エネルギー庁の調査によりますと、市町村内の給油所が３カ所以下の自治体は、平成23年３月の時点で全国で238市町村と言われています。資源エネルギー庁は、「給油所は寒冷地では暖房燃料の供給基地でもある。なくなれば燃料供給のネットワークが途絶えてしまう。エネルギーの安定供給のためにも存続の道を探りたい」としています。今回の消防法の改正や、エコカーの普及拡大などにより、全国各地で給油所の存続問題が表面化されています。
　私たちの町に目を向ければ、現在、古里地区に２カ所、氷川地区は１カ所減って１カ所の給油所となっています。給油所はガソリンだけなく、生活必需品としての灯油の販売も行っております。奥多摩駅以西の車以外の交通手段がない地域では、電気・水道・電話などと同様に、暮らしに欠かせない重要なインフラの１つとなっています。給油所等灯油を始め、あらゆる燃料を扱う小売店は、災害時の地域の生命線であり、防災を考える上でも重要なポイントとなってまいります。
　また、当町においては、観光立町としてのガソリンスタンドの機能も必要とされるでしょう。人口の減少も悩みの種ですが、それ以上にあらゆる小売店の減少にも拍車がかかっていることも深刻な状況であります。
　平成の大合併により複数の町村が１つになり、それにより郵便局や農協の支所などが統合された例を多く見てまいりました。奥多摩町は従来の自治体を保って頑張ってきました。しかし、国の政策によっては今後の過疎地における小売業の形態にも大きな変更を余儀なくされることも予想されます。その結果、商売として成り立たなくなった場合、住民生活に必要なサービスであれば、それを確保していくために行政として手を打たなくてはならない、将来的には行政サービスの範疇に入ってくるのではないかとも思います。

　給油所過疎地の今後について現在における町の考えをお聞かせください。
　また、現在の高齢世帯等における生活必需品の購買手段、各地域への引き売りの出入りの実態なども含めた現況についてもお伺いをいたします。
　続きまして、２つ目の質問です。奥多摩における古民家の再生についてお伺いをいたします。

　「ガラクタの山」と見るか、「宝の山」と見るか、見解が分かれるのが古民家であります。古い家は住みにくさや不便さから手放すようです。そして、愛着を持ちながら壊さざるを得ない、またはそのままというのが今までのパターンであります。家主さんも壊すのは惜しいが、どうやって残したらいいのか、なかなか素人にはわからない状況であります。最近では、テレビなどメディアの効果も大きく、建物も景観も自然のまま残しつつ、古い家を再生するのが現代の古民家ブームのテーマであります。
　その古民家ですが、小河内地区から川井地区まで、数多く現存しておりますが、その態様は千差万別です。その中から再生を希望する建物が必ずあるのではないかと思います。伝統ある建物を取り壊すことなく、奥多摩の空き家を蘇生する試みが必要な時期が来ていると考えます。
　古民家の利用方法も、飲食店であったり、週末の別荘代わりであったり、また今流行のシェアハウス風であったりと、さまざまな形態が考えられ、利用者も若者から高齢者まで幅広い世代の利用が考えられます。

　古民家再生のコンサルタントによれば、奥多摩には「宝の山」が多く残っているそうです。コンサルトの言うところの「宝」である建物、またそれを生かすノウハウを持つ人材、これらの財産を有効活用することで、古民家が生き返り、地域再生につながればいいかなというふうに思っております。
　この古民家を再生するには当然お金もかかりますが、現在では甦らせることに生きがいを感じ奉仕活動をする個人、そしてグループも多くいます。諦め手放した家が、そういった人たちの手で甦ったものを見て、またもう一度住みたくなったという話は幾らでもあるというふうなことでございます。
　空き家対策プロジェクト等、さまざまな角度から検討されていると思います。環境と文化によるまちづくりという観点からも、今後の方向について町長のご所見をお伺いいたします。

　以上２点、よろしくお願いいたします。

○議長（清水　典子君）　河村町長。

〔町長　河村　文夫君　登壇〕

○町長（河村　文夫君）　７番師岡伸公議員の一般質問にお答え申し上げます。

　初めに、「給油所過疎地の今後について」の１点目の、現在、町の考え方ですが、給油所の減少につきましては、ご指摘のとおり、消防法の改正による地下タンクの整備に伴う負担増加、並びにエコカーの普及や人口が減少したことによる石油製品販売の低下、自治体面積が広く、幹線道路などの整備がされ、かつ周辺に大きな自治体があり、薄利多売の給油所があること、観光地でないための車での来遊者がないことなどによる需要の減少などが給油所の経営が悪化する要因であると言われており、当町でも幾つか該当する要件もありますが、現在のところ３つの給油所は営業しております。
　給油所を維持することについては、観光の町として、また地域振興を始め、万一の災害で当町が孤立化した場合などにおいて、重要な生活物資供給元であり、必要と考えておりますが、現在は民間事業者の経営努力で営業いただいております。

　過疎地給油所対策に対する先進事例では、給油所の廃業等に危機感を覚えた地区の住民組織により運営されたり、自治体としての給油所を維持するために、事業者に補助金を出している例もございますが、いずれの場合でも住民の方が給油所を利用しないと安定した経営を維持しにくいことは非常に厳しい状況となります。
　安定した経営には、給油所が廃業した場合の不便性などを住民の方に理解していただき、利用が促進されることが条件となりますが、地区に何カ所給油所があれば安定した経営ができるか等を把握するためには、燃料の需給量調査等を実施し、慎重に適正数を検討することも必要と考えられます。町では、先進事例などを踏まえて、今後の研究課題にしたいと考えております。

　２点目の「高齢者における生活必需品の購入手段について」ですが、高齢者の方に限らず、若い世代の方でも、生活協同組合の宅配サービスを利用する方や、地域によっては移動販売を利用する方が町内各地で多く見受けられます。各地区の状況を全て把握できているわけではありませんが、日原地区には３業者の方が交代で日曜日を除く毎日、小河内地区にも３業者以上の方が週４日から５日程度、その他の地区にも複数の業者が、野菜や肉、魚や牛乳などを移動販売しております。
　平成22年には、奥多摩商業協同組合が、今後の組合の活性化と、高齢化社会での商店街振興を図る１つの手段として、宅配サービスの検討を始めたという経緯はありますが、配達する人の関係や金額の問題で実現に至っておりません。
　町内には１店舗あるセブンイレブンでは、インターネットなどでの注文を受け、宅配サービスを行っているようですが、購入金額や従業員のシフトなどの関係で、配達できる距離に制限があるということで、町内の一部地域だけしか利用できないようでございます。

また、日常生活に欠かすことのできない灯油などの燃料ですが、町内３カ所の給油所のほかに、ＪＡ西東京や、灯油販売店、プロパンガスの販売店などが配達を行っており、当面の問題はないと考えております。

　いずれにいたしましても、高齢者の買い物対策につきましては、人口減少とも関連する問題ですので、商業協同組合の振興などを含め、総合的に考えてまいりたいと思っております。
また、給油所については、先ほど現在の状況をお話し申し上げましたけれども、将来にわたって、これはいろいろな意味で燃料の値段の問題等を含めて変化が出てくるのではないかなというふうに思っております。特に町では災害、一昨年、ちょうどこの３月11日で２年になりますけれども、3.11の災害のときにガソリンがなかなか手に入らないという状態が起きました。これは住民の人もそうでございますし、ましてや消防、救急車、それから町の職員が災害に当たってのガソリン供給ができないという事態が起こりました。したがいまして、３つのスタンドとは、災害時に優先的に消防車、救急車、また町が災害に利用する自動車について給油をしていただくという協定を結んだところでございます。
　そのようにして、その時々のいろいろな情勢に応じながら、いろいろな知恵を絞っていくことによってこの問題も解決するのではないかなというふうに思っております。

　次に、「奥多摩町における古民家再生について」お答えを申し上げます。
　町では、古民家に限定した調査ではありませんが、古民家等を含めた町内の空き家について、平成20年度、23年度に空き家の所有者、管理者に、今後の利用計画及び維持管理等についての意向調査を実施させていただきました。現況の状態で維持管理をしていくとの回答が主流でした。また、空き家にかかわらず、現在、古民家と言われるような建物に居住している方々につきましても、利便性や維持管理費用などを含め、今後についてはどのようにしていくか迷っているところだと思います。
今後の方向についてですが、現在、職員で組織する空家等活用対策プロジェクトにおきましては、先ほど若干触れさせていただきましたが、主に若者の定住対策として、ＪＲ青梅線５駅から徒歩圏内の空き家物件についての掘り起こしを行っているところでございます。手始めとして、プロジェクトメンバー全員で大氷川・長畑自治会を歩き、程度のよい空き家物件の掘り起こしのための現地調査を行い、優良物件について直接職員が所有する方のご自宅を訪問し、売却や賃貸の希望を伺った上で、空家バンクの登録の勧誘を行っている状況でございます。
　今後は、この作業を５駅周辺に拡大し、少しでも多くの物件を空家バンク登録をしていただくことで、若者の定住化につなげていきたいと考えております。

　ご質問の古民家の再生の今後の方向につきましては、価値観が多様化してきている現在、利用を希望する方もいらっしゃることと思いますが、物件の程度により修復費用も千差万別であることから、今後所有者の意向に基づき、空家バンクの登録など、どのような形であれば利用可能であるか検討してまいりたいと思います。

　特に、先ほど若干触れさせていただきましたけれども、非常に思ったより町の中に空き家がございます。その空き家の中でも古民家と言われる空き家もありますし、もう取り壊さないとだめだという空き家もあります。また、５駅の近くには、すぐ、多少の修繕をすれば住めるという空き家もありますので、こういう空き家をしっかりと今調査をして、先ほどの若者の定住化にどうやってつなげられるかというふうなことを、まず１点考えております。
　できれば、所有者の理解をいただきまして、５駅の近くの空き家については、使えるものは登録バンクで、そこに入っていただく方との仲介、また、場合によっては町に譲っていただいて、新たに若者が定住する住宅として、修繕、あるいは改修をして住んでもらうということも考えられないかなということも今後検討していきたいと思っております。
　それから、古民家については、これは利用する、あるいはそれを必要とする人とのニーズの関係だと思いますし、古民家をどのように活用するかという点では、いろいろな今活用の仕方をしております。
　１つの例で、私自身が考えておるのは、大丹波で古民家を利用して食堂をやっております。非常にこれは評判がいいといいますか、そういう点では多くの人に愛されて、その商売が結構繁盛しているということもありますし、もう１つ、大丹波の中では、旧来の大きなおうちを１日に何食か、希望者をとって食事を提供しているということもあります。
　そういういろいろな使い方がございますので、さっきの空家バンクではありませんけれども、そういう調査をしながら、それを利用していきたいという人と繋ぎをしながら、いろいろな利用の仕方をしていただきながら、町の活性化と若者の定住化を図るために、空き家をどのように活用するかということについて、今後も努力をしてまいりたいというふうに思っております。
○議長（清水　典子君）　お諮りします。会議の途中でありますが、ここで暫時休憩にしたいと思いますが、ご異議ありませんか。

（「異議なし」と呼ぶ者あり）

○議長（清水　典子君）　ご異議なしと認めます。よって、午前11時10分から再開といたします。

午前10時53分　休憩

午前11時10分　再開

○議長（清水　典子君）　休憩前に引き続き会議を開きます。

７番師岡伸公議員の一般質問に対する再質問から行います。
　師岡伸公議員、再質問はありますか。

○７番（師岡　伸公君）　それでは、１点目の生活必需品の購買手段について１点。それから、２つ目の古民家再生について１点、再質問させていただきます。
　先ほど町長のご答弁の中で、平成22年、商協組合が動いたその経緯というのをお聞きしました。残念ながら今ないということなんですけれども、ある意味では、昔の御用聞きみたいに、それを特化してやるような、その方法というのも、まだまだ地域によっては残されているのではないかなというふうに感じました。
　もちろん採算ベースは大事なことはわかるんですが、それ以外の付加価値を見出せる要素もここにはあるのではないかなというふうに、これは個人的なあくまで感想でございますが、このこともこれから町民の皆様と私たちもいろんな形で話し合いながら、できることとできないことの見きわめというものをやっていかなくてはいけないな、というふうに感じました。これはご答弁は結構でございます。あくまで個人の感想であります。

　次に、古民家再生なんですけれども、ちょっと最初の質問で内容、言葉が足りなかった部分もございますので、それを少し述べさせていただいて質問にかえさせていただきたいと思います。

　その古民家再生のコンサルタントの方がおっしゃるには、再生、再生と皆さん言うけれども、その中身をしっかりと考えてあたらないとだめですよ、というふうに私も言われました。当然、現代の世の中ですから、水回りなどしっかりと改善しなくてはいけない部分と、それから、生活のにおいを残す部分とのバランスが大事だよ、というふうに言われました。
　以前、この一般質問の中でもサテライトオフィスの提案もさせていただきましたけれども、その都会の日常では味わえない環境を必ず残すことが本来の再生だというふうに言われました。それから、古民家と、それから食、いわゆる食とは切り離せないアイテムであると。ふれあい農園のように自分でつくって自分で食するということが必須ではないかというふうに言っていました。
　例えば、先日来ちょっとお話も出ています、治助を育てて古民家で食する。いわゆる古民家の里、奥多摩での地産地消というブランドがもしできたら、これは１つの私たちのテーマになっていくのではないかなというふうに感じました。

　それから、百年近い古民家というのは建築的に非常に貴重であるばかりでなく、日本のいろいろな伝統文化がそのうちに秘められているというものでは、かけがえのないものだと思いますけれども、今、建築基準法の関係で新築が難しいとされます伝統工法の建物が構造的にも残っていて、ある意味、石積なども耐震性でもすぐれているという部分もあるそうです。
　このように、いろいろな面で貴重な建物が、日本全国のあちこちで壊され続けているという実態を思うと、本当にもったいないという気持ちであります。奥多摩にはまだまだ多くの古民家が残っていますし、とても東京都の中とは思えない山里の原風景が残っています。日本人がみんな懐かしいと思う景観が東京都の奥多摩町に行けば見られるというふうになればとてもいいなというふうに感じます。現在、古民家に住みたいとか、古民家で何かをしたいと思う人は、やはりさらに増え続けているのではないかというふうに思います。

非常に前置きが長くなりましたが、先ほど古民家の再生や古民家の有効活用を進めるために、この古民家に対するニーズを持っている人と、それから、古民家の家主さんとうまく繋げる、コーディネーター的な組織ですとか、個人、先ほど町長の答弁にありました、古民家、空き家の対策プロジェクトと並行して、駅近の効用を高める部分と、それから過疎地ではあるが、古民家として生き返らせる部分と並行してできるような組織、個人がやっぱり必要なのかなというふうに考えますが、これは財産の問題とか、いろいろ乗り越えなくてはならない壁があろうかと思いますが、そのあたりがもしお聞かせいただければありがたいと思います。よろしくお願いします。
○議長（清水　典子君）　地域整備課長。

○地域整備課長（川村　文雄君）　７番、師岡議員の再質問についてお答えさせていただきます。
　古民家の定義づけにつきましては難しいところがありますが、日本の伝統的木造建築技術により建設され、おおむね百年以上を経過したものと解釈させていただくならば、奥多摩町の中に、倉庫、蔵、住宅などで約480棟があります。平成20年度、23年度の空き家調査を行いました結果としても、218軒の空き家がございました。
　これらの中にも明らかに古民家と言えるような住宅もあり、また、空き家でなくても現在お住まいの住宅も古民家と言えるような立派な建物が町内いたるところにあります。その価値を認識されないまま放置されたり、あるいは解体されてしまうケースがあります。これらの住宅の有効活用はもとより、地域の歴史的文化財としての住宅、伝統的木造建築技術の維持継承などの観点からも、何らかの対応をしなければいけないと考えているところでございます。

　今後は、空家バンク制度に伴い、空き家調査を実施しました。最も最近の情報を持っています第３セクターを含め、議員提案のとおり、情報の収集と今後の対策については、検討してまいりたいと考えております。
　以上でございます。

○７番（師岡　伸公君）　終わります。ありがとうございました。
○議長（清水　典子君）　以上で、７番師岡伸公議員の一般質問を終わります。

　次に、４番原島幸次議員。

〔４番　原島　幸次君　登壇〕

○４番（原島　幸次君）　それでは、２点ばかり質問をさせていただきます。

　第１点目は、秋川流域斎場組合の加入についてでございます。

　奥多摩町においては、葬儀はお寺か民間の斎場及び自宅を利用しておりますが、近年は高齢化や過疎化により自宅での葬儀が困難になっております。また、宗派、特に神道等によっては、お寺での葬儀ができないこともあり、そのため民間の斎場を利用することになり、家族にとって葬儀が大きな負担となっております。
　家族の葬儀に対する負担を軽減するために、町営の斎場を行政が検討する必要があると考えます。しかし、現在の当町の独自の斎場を管理することは、財源よりみて非常に厳しいと思われます。過日、町民の長年の懸案でした斎場の件について、広報「おくたま」705号の平成25年1月5日発行に、町長の挨拶の中で、日の出町にある秋川流域斎場組合に加入できる予定との記事が掲載されておりました。下記についてお伺いいたします。
　１、秋川流域斎場組合へ加入することを決めた経緯についてお聞きしたい。
　２として、正式加入までの今後の手続はどのように行われるのか。

　３番目に、加入後に町民が負担する施設等の使用料金はいかがなものかでございます。

　２点目につきまして、町内における野生動物の被害対策についてお聞かせいただきたいと思います。

　奥多摩町は、山間部に位置し、野生動物により農林業への被害が報告されております。イノシシやサル等による農作物への甚大な被害が町内全域で発生しており、また最近ではハクビシンによる生活圏への影響も出ております。山林においては、シカやクマによる皮剥ぎや苗木の食害が出ております。2004年７月、町営水道取水口が大雨による山崩れで埋まった土砂災害の原因は、増え過ぎたシカが招いた森林破壊であると言われております。
　野生動物の被害問題については、町民の高齢化や過疎化などと関連して、行政の積極的な対応が必要と考えられます。
　こうした状況を踏まえて、野生動物の被害対策についてお伺いいたします。

　１として、農林業への被害状況と対策について。

　２として、住民生活への影響と被害及び対策についてお聞きしたいと思います。
　よろしくお願いします。

○議長（清水　典子君）　河村町長。

〔町長　河村　文夫君　登壇〕

○町長（河村　文夫君）　４番原島幸次議員の一般質問にお答え申し上げます。

　初めに、「秋川流域斎場組合の加入について」でありますが、既にご報告をさせていただいておりますが、昨年の12月10日付で斎場組合の管理者であります日の出町の橋本町長宛てに、奥多摩町の斎場組合の加入について、正式に要望書を提出いたしました。
　その後、今年の１月21日には、日の出斎場の地元自治会であります、日の出町平井の第３自治会、日の出町大久野の第22自治会と、それぞれ斎場組合への奥多摩町加入に関する協定書を締結し、地元自治会の皆様のご理解、ご協力をいただいたところであります。

　現在は、組織市町村において、今後の事務日程、規約の制定、基本協定の締結、負担金の調整等について協議を行っているところでございます。

　ご質問の１点目であります、秋川流域斎場組合へ加入することを決めた経緯でございますが、斎場問題は、かねてからの懸案事項の１つであり、過去にも斎場建設についての一般質問をいただいておりますが、その答弁といたしまして、「町単独で斎場を建設することは、用地の確保、財政面等から困難であるが、今後、急速な過疎化や高齢化、核家族化等による人手不足で、隣近所で執り行う葬儀のあり方が大きく変化するであろうことから、斎場についてさまざまな角度から検討する」旨のお答えをさせていただいたところでございます。

　現在、町内にあります21の自治会のうち、３分の１に当たる７自治会で、既に限界集落と言われる高齢化率50％を超える状況となっており、地域のコミュニティの崩壊が危惧されるところですが、特に隣組等において執り行う葬祭関係は、この過疎化、高齢化の進行の影響で、年々その執行が困難となっております。
　こうした状況において、火葬及び葬儀を執り行う斎場は、ご遺族にとって最後のお別れの場であるため、住民生活に深いかかわりを持つとともに、必要不可欠な施設となっております。このことから、斎場について検討してまいりましたが、今般、し尿処理における秋川衛生組合、また一昨年の10月３日に正式に加入させていただきました、ごみ処理における西秋川衛生組合と同じ「あきる野市、日の出町、檜原村」の３市町村で組織する秋川流域斎場組合に加入させていただくことに決定いたしました。このことで、今後、組織市町村とのますますの連携強化を図るとともに、住民皆様の生活の安定確保と、福祉の向上を図っていく所存であります。
　次に、２点目のご質問でありますが、「正式加入までの今後の手続は」でございますが、本定例会に提案させていただきました秋川流域斎場組合規約の制定の議案につきましては、ご決定をいただきました。今後、３市町村において秋川流域斎場組合規約の改正の議案について、それぞれの議会の議決をいただいた後、東京都知事に許可申請を行うとともに、斎場組合、組織市町村、奥多摩町との間で基本協定書、覚書について協議を行い、取りまとめができ次第、調印式を行う予定であります。

　規約の改正についての東京都知事の許可につきましては、現在のところ５月の初めには許可が下りる見込みであります。これをもって奥多摩町民の皆様が斎場の使用に当たり、組合員価格で利用することができるようになります。
　また、東京都知事の許可が下りた後に、議員皆様にはお手数をおかけいたしますが、秋川流域斎場組合の議員に就任していただく２名の方の選出をお願いすることになりますので、この点につきましても今後よろしくお願い申し上げます。

　次に、３点目のご質問であります、「加入後に町民が負担する施設使用料は」でございますが、火葬につきましては、今まで大人１体６万円のところを１万円で、通夜、告別式の式場利用料が合わせて25万円のところを13万円の組合員価格で利用できるようになり、利用する町民皆様のご負担も軽減されることとなります。また、この火葬場及び式場の予約に当たっても、組合構成市町村内の住民が組合外の方に優先して申し込みすることができるようになります。

　いずれにいたしましても、斎場組合の加入につきまして、組織するあきる野市、日の出町、檜原村の市町村長さん及び市町村議会議員の皆様、並びに地元自治会の住民の皆様のご理解とご協力により、一刻も早く正式加入できますよう、今後も努力をしてまいります。
　次に、「町内における野生動物の被害対策について」のご質問で、１点目の農林業への被害状況と対策についてですが、野生動物による農林産物への被害は、昭和50年ごろにカラスによる被害、昭和50年代後半からサルやイノシシによる被害報告が寄せられるようになり、罠捕獲や銃による駆除を実施しましたが、被害報告は増加の一途をたどったため、平成８年度に農産物の被害調査を行い、サル・イノシシの対策を本格的に実施するようになりました。
　このころからニホンジカによる森林への被害も見受けられるようになり、植栽した苗木や下層植物がシカに食べられ裸地化したり、さらには裸地化した山林への豪雨などで山林の崩壊が進んだという経緯がございました。
　農産物の被害状況ですが、平成８年度に全町を対象に被害状況調査を実施し、野生動物による農産物被害実態調査報告書としてまとめましたが、この調査によりますと、被害面積は10.8ヘクタールで、被害額は4,622万円と報告されております。この報告書を東京都の副知事を始め、関係部局へ配布し、町の野生動物による被害実態を訴えるとともに、都による被害対策を早急に実施するよう要請をいたしたところでございます。
この要請により、平成９年度からは都の獣害対策補助事業が新設され、八王子以西の市町村が補助対象となり、当町ではこの補助金を活用して、獣害防止柵等の設置を行った結果、平成10年度には被害面積が2.38ヘクタール、被害額849万円と激減いたしました。その後、平成15年度には被害面積0.95ヘクタール、被害額540万円。平成20年度には被害面積0.68ヘクタール、被害額397万円。平成23年度には被害面積0.65ヘクタール、被害額277万円へと減少し、効果を挙げていると思っております。
　被害減少の大きな原因は、都の補助を受けて設置した電気柵のほか、点在する小さな農地には町農業委員会と共同して簡易電気柵のあっせんを行い、購入費の半額助成を行ったことによるものと考えております。この簡易電気柵は、サルやイノシシ、シカなどに対して大変効果がありますので、今後も野生動物から農作物を守るため、あっせんを続けてまいりたいと考えております。また、ＪＡ西東京でも、町があっせんしている簡易電気柵の効果を高く評価し、平成23年９月から町と同様に、農協組合員に簡易電気柵のあっせんを始めました。
　サルの群れにつきましては、人家周辺を行動域としている群れが現在７グループおりますが、この群れの大人のメスに発信機を装着し、サルの群れを人家周辺に近づかせないよう、東京都猟友会奥多摩支部の専門隊員が追い払いや捕獲を行い、被害の軽減に努めているところでございます。このサルの追い払い方法は、奥多摩方式と呼ばれ、現在は全国で行われているサルの対策の手本になっている方法で、町が全国で初めて取り組みを行ってつくり上げたものでございます。
　現在のサルの追い払いについては、当初はいろいろなことを試みました。からし銃だとか、いろんなことがありましたけど、やっと今の状態に定着をし、効果を挙げているのではないかなということで、今申し上げましたように、サルの追い払いについては、むしろほかから奥多摩町のやっている状況を視察に来ているという状況でございます。
　また、森林への被害ですが、植林した苗木を食べてしまう食害や、樹木の皮を食べたり、角とぎによって樹皮を剥いでしまう皮剥ぎ、また、下層植物を食い尽くして裸地化し、降った雨が一挙に河川に流れ込んで濁土となり、飲料水に被害を起こすなどが起きてまいりました。さらに被害が進行すると、山の崩壊を招き、現に平成16年７月の豪雨で裸地化した川乗山の山腹が崩壊し、流出した土砂で町水道施設が埋没してしまい、町民生活に悪影響を及ぼすという大きな災害が発生いたしました。
　森林への被害をもたらした野生動物はニホンジカですが、シカは昭和51年から平成14年までの26年間、都内で奥多摩町のみ捕獲禁止で保護され、生息頭数が急激に増加したことが一因と考えられます。
　都内での推定生息頭数は、平成４年と５年の調査で約390頭であったものが、平成14年調査で約2,560頭と、10年間で6.5倍に増加しました。その後、有害鳥獣捕獲作業を積極的に行ったことにより、平成19年調査で1,400頭、平成22年調査で1,250頭と減少傾向にあります。
　ニホンジカの捕獲対策としては、第３期東京都シカ保護管理計画及び東京都シカ保護管理計画年間実施計画に基づき生息頭数を管理しており、町はシカの特別捕獲として年間350頭の許可を都よりいただき、東京都猟友会奥多摩支部に委託して、人家近くや奥山で捕獲作業を行っております。
　また、隣接する青梅市猟友会との情報の共有や埼玉県猟友会、山梨県丹波山村猟友会との共同捕獲を行うなど、より効果が出るように連携を図りながら実施し、被害の抑制に努めているところでございます。
　２点目の「住民生活への影響と被害及び対策について」でございますが、近年、住宅周辺にハクビシンやアライグマが出没し、池のコイや野菜などが被害を受けたとの報告が寄せられておりますので、町ではハクビシンやアライグマなどの小動物を捕獲する檻を購入し、貸し出しを行っております。
　また、昨年は庭先で飼育しているニワトリやウサギがクマに襲われるということも起こり、住民の方々が恐ろしい思いをされましたが、町では即座に担当職員が現場を確認するとともに、猟友会と共同で周辺の調査を実施し、捕獲罠を設置するなどの対策を速やかに行いました。

　さらに、地域住民の方々には防災無線でクマ出没の放送を行って注意喚起を呼びかけ、各小中学校の児童・生徒及び保護者の皆様には教育委員会を通じて連絡を行うと同時に、観光客の方々への対策として、出没した周辺やＪＲ５駅の注意看板の設置を行っております。
　そのほか、人家周辺に出没して住民を威嚇したりするサルやイノシシについても、担当職員が現場を確認し、猟友会とともに捕獲罠の設置を行うなど、素早い対策を行っております。

　有害鳥獣対策につきましては、野生動物が相手ですので、この対策が一番良い方法だという判断は難しいことですが、対象動物や被害状況、周辺の状況等を考慮して、最善の対策を立てなければならないと考えております。

　今後とも、町猟友会との連絡を緊密にして被害の抑制に努めるとともに、簡易電気柵や防護ネットなどの普及を図り、被害の減少に努めてまいりたいと考えております。
　特に今、東京都猟友会奥多摩支部の皆さんにいろんな意味でご苦労いただいているわけでございますが、この財源対策につきましては、東京都が10分の10の費用をもっていただいて実施をしております。と同時に、町内にいる猟友会の会員の方が高齢化、あるいは少なくなってきておりますので、町内から青梅等々を含めたところに転出をした人にも猟友会のメンバーとなっていただいております。
　さらには、町内の中で若い人たちに今後猟友会に入っていただき、自分たちの町の獣害駆除についても参加をしていただきたいということから、平成25年度予算の中では、新たに鉄砲の所持許可なものですから、こういうものに対する費用が非常にかかる状況でございますので、初めての取得者に対しては、それらの費用について全額助成をしていくという制度を当初予算の中で予算の提案をさせていただいておりますので、この点についてもご理解をいただき、ご決定を賜りたいというふうに思っているところでございます。

○議長（清水　典子君）　原島幸次議員、再質問はありますか。

○４番（原島　幸次君）　それでは、秋川流域斎場組合につきまして２点ばかり質問させていただきます。

　第１点目は、今までは青梅市斎場や瑞穂斎場の火葬場を利用する場合、町から３万円、日の出斎場の場合は１万円の火葬補助金が出ておりましたが、今後、組合に加入した際には、この補助金はどうなるんでしょうか。

　それから２番目に、加入に当たって町が組合に対して出資する負担金額はお幾らなのか。その２点についてお聞きしたいと思います。

　以上です。

○議長（清水　典子君）　企画財政課長。

○企画財政課長（若菜　伸一君）　４番、原島議員の火葬料の補助金に関するご質問、また負担金に対するご質問ということで、お答えをさせていただきます。

　この補助金の制度でございますけれども、町では平成18年に制定したものでございます。この制定の経過でございますけれども、従来、町に火葬場がなかったということで、近隣の火葬場の使用に際して、その施設の所在する住民の方々との格差があったということで、これを是正するために補助金を交付させていただいていたものでございます。
　したがいまして、今般、組合の方に加入をさせていただいたということで、町長からお答えをさせていただいたとおり、火葬場や斎場が組合員価格ということで安価に利用ができるということでございます。
　そしてまた、もう１つのご質問がございました多額の過年度建設負担金でございますけれども、これは過去の分ということで1億5,700万円ほど今予定をしてございます。また、毎年の維持管理につきましての負担ということで、これも1,500万円ほど毎年予定をしておりますけれども、こういった負担をしていくこと、こういったことから今後につきましては、住民の方一人でも多くの方に日の出斎場を自分たちの斎場だということで、ご利用していただくことが大変重要であるというふうに考えております。
　つきましては、従来の火葬場の利用に際しまして支給しておりました、この補助金は秋川流域斎場組合の加入と同時に廃止をしていく方向でございます。
このような補助制度につきましては、西多摩地区に限って申し上げても、斎場、火葬場を独自で持っている青梅市、あるいは５市町で構成をします瑞穂斎場に加入をしております瑞穂町、私ども今回加入をさせていただきます秋川流域斎場組合を構成します、あきる野市、日の出町、檜原村におきましても、この補助制度はございません。
今後、この火葬場、あるいは斎場の利用に伴う住民の方々のご負担が軽減が図れるということと合わせて、この補助金の制度の廃止となるということを皆様方に早くお知らせをしなければいけないということで、今町長から申し上げた５月上旬の加入というお話でございますけれども、広報の４月号、あるいは５月号、そしてまた斎場組合の利用のパンフレットがございますので、これを自治会の回覧を４月のうちにさせていただきまして、周知に努めていきたいというふうに考えております。どうぞよろしくお願いいたします。

○議長（清水　典子君）　原島幸次議員。

○４番（原島　幸次君）　以上で質問を終わらせていただきます。ありがとうございました。
○議長（清水　典子君）　以上で、４番原島幸次議員の一般質問を終わります。

　次に６番、村木征一議員。

〔６番　村木　征一君　登壇〕

○６番（村木　征一君）　私は、今定例会に、実は２件の一般質問の通告をいたしましたけれども、１点目が学校の統合について通告をしたわけでございますけれども、通告をした後に、教育委員会、あるいは町のあり方のリーフレットが各家庭に配布をされました。そういうことから、考え方がわかりましたので、学校の統合につきましては取り下げをいたしました。したがいまして、１件だけの質問をさせていただきたいと思います。
　奥多摩町内における梅のウイルス（プラムポックスウイルス）の感染状況についてお尋ねをいたします。
　青梅市の梅林で平成21年度に国内で初めて確認された梅のウイルス（プラムポックスウイルス）は、西多摩地域近隣のウメの木へと広がりを見せております。全国的にも広がりを見せていると思います。そして、梅生産農家や観光業者などに大きな打撃を与えています。このウイルスは、アブラムシにより媒介する病気でございまして、感染をいたしますと、ウメの木を伐採、伐根をして駆除しないといけないということのようでございます。そして、伐採や伐根をした後も、数年間は新たなウメの木を植栽をすることはできない、非常にやっかいなウイルスでございます。

　そこで、町内にも多くの梅林がありますので、農林水産省や東京都で調査をしていると思いますが、町内の感染状況について、また、その対策についてお伺いをいたします。

　以上でございます。
○議長（清水　典子君）　河村町長。

〔町長　河村　文夫君　登壇〕

○町長（河村　文夫君）　６番村木征一議員の奥多摩町内における梅のウイルス（プラムポックスウイルス）の感染状況についての一般質問にお答え申し上げます。

　プラムポックスウイルスは、和名では梅輪紋ウイルスと言われ、平成21年４月８日に青梅市内のウメの木で国内で初めて発生が確認されたウイルスと報道されました。
　発生後、平成21年７月に梅林の調査依頼が東京都からあり、依頼を受けて町では町内のウメの木の一斉調査を実施し、梅林はもとより、庭木のウメの木の１本１本まで職員が町内を歩いて調査し、梅林の面積や本数などを記入した地図を作製いたしました。

　この地図は、国及び都に提供し、町内の現地調査の際に有効に活用されております。このプラムポックスウイルスはウメだけではなく、モモやネクタリンなどサクラ属の植物にも感染して大きな被害を及ぼす病気で、アブラムシの媒介や接ぎ木で感染するとされております。

　町内における国及び都による防除対策の状況ですが、平成21年の調査で２園地６本の感染樹が確認され、同年度に感染樹及び感染の恐れのあるウメの木が処分され、同時に町内の一部、川井、梅沢、小丹波、丹三郎が植物防疫法に基づく防除区域に指定されました。
　調査は平成22年度以降も継続されていますが、対象地が生産に寄与している梅林だけでなく、防除区域内における警戒地域、これらは感染樹が確認された地域を中心に、半径１キロメートルの範囲の地域を指定します。この地域における住宅地及び事業所などの庭木を含む樹木についても調査を実施いたしました。
　平成22年度の調査では、５園地６本の感染樹が新たに確認され、防除区域も大丹波と氷川、海沢地区が新たに指定され、また、平成23年度の調査では、８園地８本の感染樹が確認されました。

　国では、平成23年度までの防除対策により、奥多摩町については一定レベルの防除対策が完了したと判断し、平成24年度の調査から、これまで実施してきた感染樹特定調査ではなく、根絶確認調査を実施することになりました。
　根絶確認調査とは、プラムポックスウイルスの緊急防除を完了するため、おおむね３年間をめどに調査を実施し、その結果、感染樹が確認されなければ大字単位で防除区域を解除するという調査でございます。
　平成24年度の根絶確認調査を実施したところ、残念ながら８園地で８本の感染樹が確認されたため、年度内に所有者の了解の下、伐採処分を完了する予定であります。
　今年度確認された８本の感染樹が３月末までに全て伐採処分された場合は、国では平成25年度も引き続き根絶確認調査を継続する方針を立てており、その結果、３年間継続して感染樹が確認されなかったなら、大字では平成29年度以降防除区域の解除が検討されることになります。
　プラムポックスウイルスの調査確認は、国と東京都が実施しておりますが、町としましても、この調査確認に協力し、一日でも早くプラムポックスウイルスの防除区域から解除されますよう願うとともに、今後とも国や都に積極的に協力を行ってまいりたいと考えております。

○議長（清水　典子君）　村木征一議員、再質問はありますか。

○６番（村木　征一君）　再質問はございません。終わります。

○議長（清水　典子君）　以上で、６番村木征一議員の一般質問を終わります。

お諮りします。会議の途中でありますがここで暫時休憩にしたいと思いますが、ご異議ありませんか。

（「異議なし」と呼ぶ者あり）

○議長（清水　典子君）　ご異議なしと認めます。よって、午後１時から再開といたします。

午前11時53分　休憩

午後 １時00分　再開

○議長（清水　典子君）　休憩前に引き続き会議を開きます。

　次に、５番杉村良一議員。
〔５番　杉村　良一君　登壇〕

○５番（杉村　良一君）　川井松葉穴沢道路拡張についてお伺いいたします。
　川井松葉穴沢道路拡張工事は、国道411号東側入口より約300メートルまでは完成されておりますが、その先の道路拡張工事に関しましては未着工となっております。
　昨年度及び今年度と２年間予算がついておりましたが、地主との間で合意に達せず中断されております。拡張完成されたすぐ先の未着工道路には、小さな橋が架かっております。その周辺の谷は極端な急カーブであり、ガードレールまたは縁石にぶつかる自動車事故が多発しております。
　地域住民よりこの部分だけでも早急に工事を開始してほしいとの要請があります。この谷周辺に関しましては、地主との意見に関してはそれほど相違がないと見受けられますが、今後の対応につきましてお伺いいたします。
○議長（清水　典子君）　河村町長。


〔町長　河村　文夫君　登壇〕

○町長（河村　文夫君）　５番杉村良一議員の「川井松葉穴沢道路拡張について」の一般質問にお答え申し上げます。

　町道川井松葉穴沢線は、国道411号線、川井橋先から、国道411号線と並行して、山側上部の住宅地を古里方面に向かい、途中、川井竹の花からの町道と八雲神社下で合流し、古里側で再び国道411号に接続する延長735.61メートル、幅員３メートルから６メートルの１級町道となっております。

　この道路拡幅工事につきましては、平成20年度に東京都市町村土木補助事業により、古里側の拡幅工事を開始しましたが、国道との接続合流によるため、交通安全確保対策として、国道から狭い町道に進入する車両渋滞を防ぐ、待避所を含めた町道出入り口部分の拡幅工事を延長115メートル実施し、その後、平成21年度からは川井側から拡幅工事を開始し、古里側と同様の国道との接続合流によるため、交通安全確保対策として、待避所を含めた町道出入り口部分の拡幅工事を行い、翌22年度との２カ年工事で延長107.3メートルを実施しましたが、その後、地権者の同意を得ることができなくなり、休止せざるを得ない状況となっております。
　このため、議員ご質問のとおり、八雲沢の部分の拡幅工事が未着工のまま、通行上大変不便な状態になっております。このようなことから、今後の町道川井松葉穴沢線の拡幅工事に対する考え方につきましては、地権者から同意をいただいている部分については、速やかに拡幅工事を行い、地域住民皆様の要望にお応えするとともに、現時点で同意を得られていない地権者等につきましては、引き続き、何度も自宅を訪問して同意が得られるよう交渉してまいりたいと考えております。
いずれにしても、この道路は地域住民にとって日常的な生活道路であるとともに、緊急時における緊急車両等の通行を容易にすることで、住民の安全・安心を確保することができ、地域住民にとって非常に重要な意味と役割を持っておりますので、このことを念頭に置いて、同意が得られていない地権者等に対して、今後も粘り強く交渉して、一日も早く全線が整備できるよう対応してまいりたいと思っております。
　従来は、延長線の拡幅をしていくということで進めてまいりましたが、ご質問のように、２年かけて地権者に何度となくご同意をいただく努力をしたんですけれども、なかなか進展がないということでございます。
　また、全線については、地域の住民の方々にご説明をして、一定の理解を得、それに同意していただいている部分がございますので、そういうところを先に手をつけていきたいということでございます。
　さらには、沢の部分については非常にある意味では一番改良したいところでございますので、そこの権利者に関しましては、引き続き今後も努力をしてまいりたいということでございます。
　以上です。

○議長（清水　典子君）　杉村良一議員、再質問ありますか。

○５番（杉村　良一君）　質問ではございません。今、地権者とさらに折衝中ということで、沢の部分に関しては、さらに詰めた形で地権者と折衝していただけるということで、ありがとうございます。

　この川井穴沢道路というのは、古里中に通じる道でございまして、今、古里中に統合を一本化というようなお話もございますし、また、それに関しまして送迎バスの必要性というようなことも今後検討されるんだと思いますけれども、いずれにせよ、この松葉穴沢道路というのは、利用度が今後ますます増えると思いますので、さらに地権者との折衝を密にしていただきたいと思います。

　以上でございます。よろしくお願いします。

○議長（清水　典子君）　以上で、５番杉村良一議員の一般質問を終わります。

　次に、１番石田芳英議員。

〔１番　石田　芳英君　登壇〕

○１番（石田　芳英君）　私からは３項目質問させていただきたいと思います。

　１番目でございますけれども、住民による事業仕分けの導入の必要性についてでございます。

　町の予算は現在執行者が策定し議会で承認・可決されておりますが、ある程度、住民の皆さんにも、事後的に町の予算を広報で知るのではなく、事前的・策定段階より町の将来を決める予算に関与し、町の将来をみずからのこととして認識する必要があるのではないでしょうか。
　当然、間接民主主義でありますので、本来は議会がその役割を果たさなければなりませんが、議会運営上、規則上の問題もありますので、住民による事業仕分けという形で住民の皆さんが予算策定に関与する仕組みづくりを取り入れるべきではないかと考えるところでございます。
　民主主義の大きな枠組みの中で、議会運営改革とともにリンクする項目ではありますが、行政的側面より、住民による事業仕分けの導入について、町長のご所見をお伺いいたします。

　２項目め、「景観条例」（仮）の制定による「巨樹と清流の町」としての美化の推進についてでございます。

　奥多摩町はこれから観光の町として、あるいは森林・林業の町として自立したまちづくりを目指していかなければならないと考えます。それには、民間が経済的に成長していく機会を多くしてあげなければならず、一方、奥多摩町のアイデンティティが強みとして持っているものを、強みとして認識し、強く推し進めていかなければならないと考えます。
　奥多摩町のアイデンティティの強みの１つとして、「巨樹と清流」がございます。巨樹と清流に観光客の方々が本当に親しまれているのかどうか、簡単にアクセスできているのかどうか、イベントなどで巨樹と常々強く広報されているのかどうか、など疑問に思う点もあります。そして、何よりも「巨樹と清流」が点と線という対象だけでなく、周りの景観がすばらしいからこそ引き立つ存在になるのではないかと考えます。
　ここにおいて、清流等を引き立たせる工夫と、奥多摩町全体の景観をよくしていく試み、ひいては景観の条例の制定が、奥多摩町の持っている強みを引き出す最後の起爆剤として必要であると思っております。

　①全体的な方向性として、面として取り組むべき景観に対する町の大局的な考え方について、②さらに一歩踏み込んで景観条例（仮）の制定に関する考えについて、③その考えを踏まえた上での町の景観の改善、あるいは美化の推進に対する長期的な方針をお伺いいたします。

　引き続きまして、中学校の統合についてお伺いいたします。

　本年２月上旬、中学校の統合についての資料が配布されました。その中で、氷川中学校、古里中学校を統合し、両校を廃校にした上で、26年４月を開校目標に新設の中学校を開校するとあります。
　また、統合後の校舎は古里中学校の校舎を活用し、今後の進行については、中学校統合検討委員会を組織し、協議・検討するとあります。また一方の校舎の空き地については、別途「学校施設跡地利用検討委員会」を設置し、有効活用の検討を行うとあります。
　上記を踏まえまして、以下質問させていただきます。

　①奥多摩町の面積は非常に広大で、中学校が１校になると通学に支障を来す場合が考えられ、不便な地域はますます過疎高齢化が進展し、町政の趨勢に影響すると考えられます。１校にするとしても、小河内地区、あるいは日原地区からも通学できる許容範囲の面を考慮すべきであると考えます。そのような面を踏まえ、中学校を１校にし、古里中学校の校舎に新たな中学校を新設するという事項についての決定の経緯と、地域住民皆さんや保護者の皆さんの納得度合い、また、統合によるメリット・デメリットをどう分析・判断されたかお伺いいたします。
　②奥多摩町は平地が少なく、仮に廃校になった跡地は大変貴重になると考えられます。学校施設跡地利用検討委員会のメンバー構成、運営形態について、どのようになる予定かお伺いいたします。

　③同じケースとして、小河内小学校・中学校の廃校後の施設の有効活用について、今までどのように協議・運営され、活用されてきたかお伺いいたします。

　以上３点についてお伺いいたしますので、どうぞよろしくお願いいたします。

○議長（清水　典子君）　河村町長。

〔町長　河村　文夫君　登壇〕

○町長（河村　文夫君）　１番石田芳英議員の一般質問にお答え申し上げます。

　初めに、「住民参加による事業仕分けの導入の必要性について」ですが、事業仕分けは平成18年５月に制定された、簡素で効率的な政府を実現するための行政改革の推進に関する法律、通称「行政改革推進法」において初めて規定されたものであります。
　この法律の第２条、基本理念において、「政府及び地方公共団体の事務及び事業の透明性の確保を図り、その必要性の有無及び実施主体のあり方について、事務及び事業の内容及び性質に応じた分類、整理等の仕分けを踏まえた検討を行う」とうたわれております。
　平成21年９月に発足した民主党鳩山内閣において設置された行政刷新会議では、国民的な観点から、国の予算、制度、その他国の行政全般のあり方を刷新するとともに、国、地方公共団体及び民間の役割のあり方を聖域なく見直すとして、平成22年度予算の概算要求において「事業仕分け」の手法が導入されました。
　この事業仕分けは、非営利政策シンクタンク「構想日本」が提唱した手法で、国や自治体が行っている事業を予算項目ごと事務事業レベルで、そもそも必要かどうか、必要ならばどこがやるのか、官か民か、国か地方か、また外部の視点で、公開の場において担当職員と議論を行い、最終的に「不要」、「民間」、「国・都道府県・市町村」などに仕分けていく作業であります。
　この手法は、もともとは自治体において先行して行われていたものでありましたが、行政刷新会議主導で行われた事業仕分けはテレビ中継が入ったこともあり、国民の間に大きな反響を呼び、その認知度を飛躍的に高めました。その反面、事業の廃止や予算の削減幅ばかりに注目が集まり、事業仕分けイコール事業廃止や予算削減のために実施するものといった限定的なイメージを国民に与えた面も否定できません。
　しかし、事業仕分けにつきましては、平成24年秋に行われた衆議院選挙において民主党が大敗し、政権が自民党に交代したことに伴い、去る12月26日に誕生した安倍内閣では、国民に公開する形で行われてきた事業仕分けについて、仕分け人の判断に事業の存廃が過度に左右され、政策上必要な事業まで削られたとの批判が強いことから、事業仕分けを行うこの「行政刷新会議」と、全閣僚が参加する「行政改革実行本部」を廃止しました。
　今後は、閣議決定を経て、内閣府に「行政改革推進会議」を設置する予定で、この会議では、民主党政権が実施した事業仕分けを廃止し、その効果や問題点を点検した上で、公務員の人件費削減や国有資産の売却などに本腰を入れるとしております。

　さて、ご質問の「住民による事業仕分けの導入」についてですが、自治体行政への住民参加の１つとして、住民が仕分け人として議論に加わる「市民仕分け人」という方法があります。
　この方法は、住民の生活実感を議論に加えられるメリットがある一方、住民は必ずしも行政の現場に精通しているわけでないため、議論が深まらないデメリットもあります。したがって、市民仕分け人を採用する場合には、行政の現場に精通した外部の仕分け人との人数のバランスが非常に重要になることから、構想日本によると、全仕分け人のうち過半数は外部の仕分け人とすることが望ましいとのことであります。
　全国の実施市町村に関する調査では、この市民仕分け人の選定方法を行政に関する知識や関心が必要との判断から、既存の行政改革審議会等のメンバー、公募による選定が最も多く、半数を占めておりますが、行革審議会等のメンバーは行政への同情論が強く、公募による選定で選ばれた仕分け人は行政に厳しい見方をする人が多い傾向にあるとの調査結果があります。
　現在、多摩地区で事業仕分けを実施している自治体は、町田市、調布市、府中市、稲城市、小平市などですが、市町村における事業仕分けは、あくまで判定であり、評価者に予算削減を行う権限・強制力はありません。事業仕分けの結論がどう予算に反映されるかは、予算編成権を持つ首長による予算査定の判断、そして議会の議決によって決まることになっております。

一方、当町におきましては、第４期奥多摩町長期総合計画に沿って計画的な事業執行を行うとともに、第３次奥多摩町行政改革大綱及び実施計画に基づき、行革の３本の柱である、「仕事の改革」、「人の改革」、「仕組みの改革」に沿って、定員の適正化や事務事業の見直しといった、簡素で効率的な行政運営に向けた取り組みや、庁内プロジェクトチームによる各種課題の解決に向けた取り組み、また人事考課システムによる人材の育成などさまざまな取り組みを進めてきております。
さらには、この行政改革の推進につきましては、毎年、住民３名からなる行政改革推進委員会の意見を踏まえ、町長を本部長とする内部組織である行政改革推進本部において最終決定し、計画を着実に実行しております。
また、毎年度の予算編成に際しては、全ての課の要求原案に対して、理事者のヒアリングを行うとともに、財政担当者により財源や事業効果などについてさらなる精査を行った上で予算を調整しております。
　出納につきましても、町監査委員により例月監査及び決算審査を始め、随時事業の目的を含め詳細にわたる予算執行の内容の審査を行っていただいております。
　地方自治法では、その第２条第４項で最小の経費で最大の効果を挙げることが自治体運営の基本原則であることを想定しております。この基本原則を達成するためには、自治体の事業が効率的に運営されているか、必要な改善点は何かといったことを確認していく必要がありますが、当町では、このようなさまざまな手法や手続を踏まえて予算案の編成を行い、議会のご同意をいただいた上で予算を執行していることから、現時点では「住民による事業仕分けの導入」については、実施する考えはございません。
　今申し上げましたように、行政改革については民主党政権においては、いろいろな意味で、今言われているのはパフォーマンスであったのではないかなという問題もあります。非常に時間と労力をかけ、その割に結果が出ないというのが３年３カ月、また、事業仕分けをした結果ではないかなというふうに思います。
　自民党政権については、それらの基本的な部分については変更しておりますし、私たちは常日ごろから経費の節減を含めた行政改革を実施しておりますので、そのようなパフォーマンス的なことは、私自身はやる考えは全くありません。

　次に、「「景観条例」（仮）の制定による「巨樹と清流の町」としての美化の推進」についてですが、景観につきましては、良好な景観形成の推進を図るため、大規模な構造物の建設や開発行為などについて適切な景観づくりを誘導するとともに、地域のすぐれた景観の保全や新たな景観づくりが必要と考えております。

　しかし、当町につきましては、昭和25年に秩父多摩甲斐国立公園に指定されて以来、全町が自然公園法の適用地域になり、自然保護や開発行為について非常に厳しい法律が適用されており、この法律を上回る町条例の設置は開発行為の抑制をさらに強めるばかりか、景観条例に必置の形や色彩などの指定に伴う住民負担やこれに伴う町補助金の制度化など、住民や行政により多くの負担を招くことにもつながり、かえって住みにくい町になる可能性も否定できません。
　このため、現時点においては、国の自然公園法を遵守して自然と調和のとれた町づくりを推進してまいります。

　３点目の「中学校の統合」についてですが、①の決定の経緯、統合によるデメリット・メリット等、②の学校施設跡地利用検討委員会のメンバー構成、運営形態についての一般質問につきましては、教育委員会の所管事項となりますので、後ほど教育長から答弁をさせていただきます。
　私からは、③の旧小河内小中学校の廃校後の施設の有効活用についてですが、都内で唯一の木造校舎ということもあり、現在、映画会社などの撮影スポットとして、また、バスケットボールの漫画人気の影響でコスプレ撮影の利用が高まり、平成23年度は６回の撮影利用であったのに対し、今年度は既に38回の利用があり、これに伴い財産貸付料も18万円から114万円と大きく増収しております。

　旧小河内小中学校につきましては、何よりも施設の規模が大きく、また地理的な条件もあることから、現時点でその活用方法について確定したものはございませんが、撮影のための貸付のほか、役場主催の講習会や氷川小学校でのキャンプにも利用しており、民間団体からは児童・生徒の林間学校、また、宿泊施設としての活用や、芸術家からはアトリエ利用等の問い合わせもいただいております。
　しかしながら、この施設につきましては、平成16年度に小河内地域検討委員会において、温泉センターや夏季合宿所、ひとり暮らしの高齢者の共同生活所などへの利用検討を行いましたが、その結果、建物が老朽化しており、消防法や建築基準法など関連法令を遵守した上でなければできないことが判明しており、相当の構造的補強や耐火設備への改修費も必要となることが想定されております。また、進入路や建物裏手の石積みも直壁に近い状態で構築されていることから、現行法には不適合であり、改修には膨大な費用を要します。
　いずれにいたしましても、長期的利用には地元小河内地域の振興に寄与できる活用方法でなければならないと考えておりますので、町としましては公共的な活用も含め、地元住民の雇用促進や経済効果など、さまざまな観点から今後も法令等を遵守した上で有効な活用について検討してまいりたいと考えております。
○議長（清水　典子君）　教育長。

〔教育長　栃元　　誠君　登壇〕

○教育長（栃元　　誠君）　１番石田芳英議員の「中学校の統合」についての一般質問にお答えいたします。

　全国的に子どもの数が少なくなり、本格的な長寿社会が訪れております。町でも人口の減少が続き、町内の小中学校の児童・生徒数は大幅に減少し、現在の出生数から推測いたしましても減少傾向が続くものと考えられます。
　町の第４期長期総合計画の教育・文化分野では、「過疎化と少子化の影響により、児童・生徒数が年々減少し、教育課程の編成や部活動の継続に支障を来すなどの問題が見られることから、小・中学校の連携・統合等について、さらに具体的な検討を行います」という基本方針が立てられています。
　平成24年第４回定例会で、３番高橋邦男議員の一般質問でご答弁いたしましたが、教育委員会では、今後の小中学校のあり方についてという内容で検討を進め、その過程で中学生以下のお子さんをお持ちのご家庭に、アンケート方式による教育環境に関する意向調査をさせていただき、さまざまなご意見をいただいたところでございます。その結果につきましては、教育環境アンケート調査結果（概要版）として、町の施設、ホームページで公表をさせていただきました。

　教育委員会では、アンケート調査結果や少子化の状況を踏まえ、小中学校のあり方について慎重に検討をしてまいりましたが、教育課程の編成や部活動の継続に支障を来していること、アンケートでは、保護者の方から統合について多くの前向きなご意見をいただいたことを受け、中学校の統合を早い段階で進めることが望ましいとの結論に至り、平成24年11月１日に河村町長へ報告をいたしました。
　その後、この統合問題について、教育委員会だけではなく町全体で早急に検討するため、庁内でプロジェクトチームを組織し、教育委員会からの報告書にある提言を基に、町で急激に進む人口減少と少子高齢化の流れの中で、次代を担う子どもたちのよりよい教育環境を整備し、町立小中学校の規模・配置を推進するため、必要事項の検討を行い、中学校の統合を決定し、今後は去る２月22日に設置した中学校統合検討委員会において諸案件について検討していくことといたしました。

　その検討内容につきましては、２月５日に、自治会を通して各家庭にお知らせとして配布させていただきました。

　１つ目が、２つの中学校を１校に統合する。２つ目が、統合の方法は両校を閉校し新設校として開校する。３つ目が、開校は平成26年４月を目標とする。４つ目が、統合する中学校の校舎は古里中学校の校舎を使用する方向で検討する。５つ目が、統合時の生徒の配慮を行う。の５点でございます。

　１つ目の「町内の中学校を１校に統合する」ですが、中学生時代は学習面の発展や幅広い人間関係など、社会性を養う重要な時期でございます。この重要な時期に、学習や部活動など、さまざまな学校活動を通して、生徒が競争力や協調性を養っていける教育環境を整備するため、１校に統合することとしております。これは、統合によって経費節減を図ることを目的とするものではありません。また、学校数が減少することにより、普通交付税等も減額されることからも明らかでございます。
　２点目の「統合の方法は両校を閉校し、新設校として開校する」ですが、古い歴史と伝統を持つ古里・氷川両中学校の経緯等を勘案し、両校を閉校して、新たに奥多摩町らしい新生中学校として開校することが望ましいと考えます。

　３点目の開校の時期ですが、平成26年４月の開校を目標に検討をしてまいりたいと考えております。一度しかない中学校生活を少しでも早く、適正規模に近い形で過ごさせてあげたいこと、また、アンケート結果でも早期統合を望む声があることを受け、平成26年４月開校を目標として検討してまいりたいと考えております。
　４点目ですが、「統合する中学校の校舎は、現在の古里中学校の校舎を使用する方向で検討」してまいりたいと考えております。統合後の中学校を新規に開校することから校舎を考えていかなければなりませんが、現在の町の財政状況等から考えますと、新たな校舎の建設は難しいため、現在の２校のうちの１校を統合後の中学校の校舎として使用することで検討をしてまいりました。現在の古里・氷川中学校の両校舎とも建設時期は同時期であり、施設規模も同様ですが、プールを始めとした運動施設の整備状況、来校者用の駐車場が設置しているなど、環境面・施設面から総合的に考え、現在の古里中学校の校舎を使用する方向で考えてまいりたいと思います。当然、古里中学校を統合後の校舎とした場合、特に小河内地区の生徒の通学方法等、多くの検討事項がございますので、中学校統合検討委員会でご討議いただきながら決定してまいります。
　最後の５点目ですが、「統合時の生徒の配慮を行う」ということで、特に統合時に３年生となる生徒への進路指導を始め、統合に伴います生徒・保護者の不安を解消するため、心のケア、さまざまな相談につきましては、万全を期す体制づくりをしてまいりたいと考えております。

　町では、これらの内容につきましては、統合により影響を受ける当事者である小中学生の保護者の皆様に対し、まず説明をすることが第一と考え、１月30日と２月８日の２回、保護者説明会として内容のご説明をいたしました。２月22日には、ＰＴＡ関係者、学校関係者、保育園関係者、自治会関係者等の30名で組織いたします、第１回目の「奥多摩町立中学校統合検討委員会」を開催いたしました。
　それぞれの説明会や会議の中で、統合する時期について早急過ぎるのではないか、統合後の校舎について全町の生徒の通学のことを考え再考することはできないか。また、通学方法等について数多くの意見をいただきました。
　教育委員会では、小規模学級では生徒一人ひとりに先生の目が行き届くなど、メリットはございますが、少人数意見しか触れられない、固定化した人間関係になってしまう、部活動等の集団的な活動が制限されてしまうなど、よい意味での競争心が薄れてしまい、大勢の中で切磋琢磨して社会性を身につけさせたいと考え、中学校の統合を決定し、合せて統合の時期、統合後の校舎を始め、統合に関する事項を取りまとめました。

　今後は、保護者、地域住民の皆様にご理解をいただくため、丁寧に説明をしていくとともに、中学校統合検討委員会で意見を取りまとめていただき、それらを勘案して、中学校の統合につきましては、早い段階で教育委員会で最終的に決定してまいりたいと考えております。

　また、学校施設跡地利用検討委員会のメンバー構成、運営形態でございますが、中学校の統合が決定した後、行政部門で委員会を立ち上げ、跡地の利用について検討してまいります。
○議長（清水　典子君）　石田芳英議員、再質問ありますか。

○１番（石田　芳英君）　まず１番目の住民による事業仕分けの導入の必要性についてでございますけれども、おっしゃられる点は承知いたしました。
　これは大きな枠組みから見ますと、やはり議会の機能とか役割の点も課題でありますので、議会の運営改革も必要であるのかなというふうに思います。意見でございます。

　２番目の景観条例の制定による「巨樹と清流の町」としての美化の推進につきましては、いろいろな行政とか法律上の制約もあろうかとは思うんですけれども、やはり観光客の方々が、奥多摩の四季折々の多様な自然美を、森林とか渓谷美を見て楽しんでこられるのではないかなというふうに思っておりますし、また、町民の方から、奥多摩町は星空が大変きれいで、必ず流れ星がみられる場所として、一部では大変有名になっているそうです。ダム周辺などの駐車場では、寝そべって天体を見ている方々が多くいられるということでもございます。
また、町民の方々の意見としては、例えば今、獣害被害で大変問題視されてはおりますけれども、シカとかカモシカが必ず見られる動物保護区を設けたり、あるいはペットと一緒に入れる施設を増やして町の活性化につなげたらどうかというご意見をお持ちの方もいらっしゃいました。
今まで弱点として問題になっていた部分を景観の美しい町、あるいは星空のきれいな町として、工夫してみて、これらを強みに転換していくような努力も必要かなというふうに思います。この点について、もし何か意見があればお願いしたいと思います。

　また、３番目の中学校の統合についてでございますけれども、やはり通学の利便性とか、通学手段の確保が喫緊の課題であろうかなと思います。先ほど教育長、いろいろ検討されているということでございますけれども、どうかこの通学手段のご配慮を強く要望いたしたいと思います。

　以上、一部要望点もありますけれども、２番目について再質問させていただきますので、よろしくお願いいたします。

○議長（清水　典子君）　観光産業課長。

○観光産業課長（加藤　博士君）　それでは、１番石田議員の再質問にお答えさせていただきます。

　景観条例の関係でございますが、先ほど町長が答弁しましたように、既に当町の場合には、自然公園法で全ての地域が普通地域以上、特に一番きついのは雲取山等の特別地域等、網をかけられているということでございます。その上で、またいろいろな条例を設けますと、それに対する経費がかかるというのが町長の申したとおりでございますが、新たな施策を行わなくても、そういう法令で行われているという部分、それと現在、町としましては花の里づくりとか、町長常々申しておりますけれども、東京都で行ってます間伐事業、こういうものによりまして森林の整備、人家近くの花の里づくり、いわゆる花木の植栽とか、そういうものも行われているという現状がございます。
　このようなことを、現在は点かわかりませんけれども、引き続いて行うことによりまして、総体的に景観がよくなっていくのかなという考えもございますので、景観条例制定とは別に、もう少し長い目で見ていただきまして、景観を皆様の努力によりまして整備していただければと考えております。
　以上でございます。

○１番（石田　芳英君）　ありがとうございました。

○議長（清水　典子君）　以上で、１番石田芳英議員の一般質問を終わります。

　以上で本日の日程は全て終了しました。

　お諮りします。次の本会議の予定は３月12日となっておりますので、明日３月９日から３月11日までの３日間は休会にしたいと思いますが、これにご異議ありませんか。

（「異議なし」と呼ぶ者あり）

○議長（清水　典子君）　異議なしと認めます。よって、明日３月９日から３月11日までの３日間は休会とすることに決定しました。

　なお、本会議３日目は３月12日午前10時より開議しますので、ご承知おきください。

　本日はこれにて散会します。大変ご苦労さまでした。

午後１時42分　散会

地方自治法第１２３条第２項の規定により、ここに署名する。

　　　　　　　奥多摩町議会議長

　　　　　　　奥多摩町議会議員

　　　　　　　奥多摩町議会議員
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